第７回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２２年２月４日（木）１４時から１６時１５分
場　所：新別館北館５階　共用会議室４
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【減価償却の基準について】

アドバイザーの主な発言
· 資産管理単位の設定による大阪府独自の耐用年数の優先など、耐用年数に関しての方針と耐用年数設定フローチャートとの整合性を図るようにすること。
【引当金の算定基準について】
アドバイザーの主な発言
· 引当金額については過去の実績率で引当てるだけではなく、時効が到来していない長期滞納債権についても個別に見積もることも検討するべき。

· 当期中に状況が悪くなったことにより貸倒れしたなど事情の変更が生じた場合は、当期の行政費用となるが、明らかに過年度の見積が少なかったなどの場合は特別費用となる。

· 退職手当引当金、賞与引当金いずれの引当金の場合も、4月当初の職員の異動による変動額と通常の行政コストとなる額とを区別すること。

【歳入歳出外現金の取扱いについて】

· アドバイザーの主な発言

· 所得税は流動負債になると思うが、府営住宅使用者保証金などは固定負債になるのではないか。性質に応じて流動・固定を分けるべき。

【期中における財務情報の把握・決算整理について】
アドバイザーの主な発言

· 期中において月次で人件費の配賦、資産の減価償却などの財務情報を把握しておき、決算を短縮する考えに賛同。民間と同様、決算整理前と決算整理後という概念でデータを整理すべき。
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